
徳島県災害復旧事業技術講習会（第２回）資料

災害復旧等における新技術活用
について

平成２８年２月２９日

四国地方整備局企画部

施工企画課

四国地方整備局

建設生産システム改善プロジェクト

◇国土交通省の取り組み 四国地方整備局
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◇国土交通省の取り組み

Ⅰ． 災害に強いレジエンドな国土づくりプロジェクト

Ⅱ． 社会資本維持管理・更新プロジェクト

Ⅲ． 安全・安心かつ効率的な交通の実現プロジェクト

Ⅳ． 海洋フロンティアプロジェクト

Ⅴ． グリーンイノベーションプロジェクト

Ⅵ． 国土・地球観測基盤情報プロジェクト

Ⅶ． 建設生産システム改善プロジェクト

◇国土交通省技術基本計画 重点プロジェクト

四国地方整備局

目 的 目 標 主な技術研究開発課題

1．一連の建設生産シス
テムの効率化

①CIMの効果的・効率的な活用 土木事業におけるCIM導入の効果・課題等の検証

②CIMモデル作成標準の策定及び3次元
データの共有

CIMモデル作成標準及びデータ連携・共有の検証

2．情報化施工に関連す
るデータの利活用

①情報化施工による施工管理要領、監
督・検査要領の整備

情報化施工技術用の施工管理、監督検査要領等の整備

②ＣＩＭと連携したデータ共有手法の作成 CIMモデル事業を通じた検証及び改善

3．情報化施工の普及
の拡大

①一般化及び実用化の推進
一般化技術、一般化推進技術、実用化検討技術の実施、実
施状況の整理・分析

4．情報化施工の地方
公共団体への展開

①情報発信の強化
雑誌・シンポジウム、展示会等の各広報活動の実施及びフォ
ロー

②情報化施工の導入現場の公開や支援
の充実

講習会･見学会・研修の充実及び地方公共団体の参画促進

5．情報化施工に関する
教育・教習の充実

①研修の継続と内容の充実
講習会･見学会・研修の充実及び地方公共団体の参画促進
（4．②の再掲）

6．次世代社会インフラ
用ロボット開発・導入

①次世代社会インフラ用ロボット開発・導
入の推進

次世代社会インフラ用ロボット開発・導入の推進

７．BIMの導入事例の蓄
積等

①BIMの効果的・効率的な活用 官庁営繕事業におけるBIM導入の効果・課題等の検証

建設生産システム改善プロジェクト ※国土交通省技術基本計画抜粋 四国地方整備局
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情報化施工の普及の拡大

○「情報化施工推進戦略（H25～H29）」で定める目標に基づき実施
例：情報化施工技術用の施工管理、監督検査要領等の整備

○「ＴＳを用いた出来形管理」の対象工種拡大に向けた要領整備
例：情報化施工の導入現場の公開や講習会開催による地方自治体等への支援の充

実等

◇ 一般化技術、一般化推進技術、実用化検討技術の実施、実施状
況の整理・分析 （H25～29）

◇次世代社会インフラ用ロボット開発・導入の推進 （H25～29）

○「次世代社会インフラ用ロボット開発・導入検討会」を設置
「次世代社会インフラ用ロボット開発・導入重点分野」を策定
・維持管理・災害対応5分野を対象に、民間企業等により開発されたロボットを公募し、

産学官の専門家のもと直轄現場で検証・評価

主な技術研究開発課題の進捗及び成果

次世代社会インフラ用ロボット開発・導入

四国地方整備局

次世代社会インフラ用ロボット
の取り組み

◇国土交通省の取り組み 四国地方整備局
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◇人口減少・少子高齢化社会

わが国は今後、人口減少と少子高齢化の急速な進展が現実のものとなる。
さらに建設業は、５５～６４歳の山が他産業より大きい。

出典：総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）:出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）、
厚生労働省「人口動態統計」 ※１：平成２５年度 総務省「人口推計」（2010年国勢調査においては、人口12,806万人、生産年齢人口割合63.8%、高齢化率23.0%）

建設業は、55歳
～64歳年齢の割

合が高い。

四国地方整備局

○国立社会保障・人口問題研究所の将来推計
人口（2013年3月推計）によると、四国の人口
は2010年から2040年の30年間で102万人減
少すると見込まれている。

○特に、生産年齢人口が89万人減少すると予
想されている。

【四国の高齢化率の推移と将来人口推計】

四国の高齢化率は全国一高く、将来人口（生産年齢人口）の減少が著しい

四国の高齢化率の推移 四国の将来人口の推移

(年)
(年)

[出展]：データからみる四国（四国経済連合会）

[資料]：総務省統計局「国勢調査報告」
※2013年は10月1日現在の人口推計

[資料]：国立社会保障・人口問題研究所
「日本の都道府県別将来推計人口（2013年3月推計）

○四国は少子高齢化が急速に進んでいる。

○高齢化率（人口に占める65歳以上の割合）は、全国に比べ10年
近く早いペースで上昇しており、2013年の四国の高齢化率（29.1％）
は、他地域と比較して最も高い。

四国地方整備局
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◇進む社会インフラ施設の老朽化

高度成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、下水道、港湾等について、
今後２０年で建設後５０年以上経過する施設の割合が加速度的に高くなる

≪建設後５０年以上経過する社会資本の割合≫

２０１３年 ２０２３年 ２０３３年

道路橋
［約４０万橋（橋長２ｍ以上の橋約７０万のう

ち建設年度が明らかなもの）］
約１８％ 約４３％ 約６７％

トンネル
［約１万本］

約２０％ 約３４％ 約５０％

河川管理施設（水門等）
［約１万施設］

約２５％ 約４３％ 約６４％

下水道管きょ
［総延長：約４５万ｋｍ］

約２％ 約９％ 約２４％

港湾岸壁
［約５千施設（水深－４．５ｍ以深）］

約８％ 約３２％ 約５８％

四国地方整備局

社会インフラ施設の維持管理・更新体制

高速道路

会社

2%
国
4%

都道府県
19%

政令市
7%

市区町村
68%

管理者別ごとの施設数（道路）

橋梁：
約699,000橋
（2m以上）

21人～ 1～5人6～10人11～20人

効率性・安全性・経済性に優れたロボット技術への期待大
維持管理・更新業務を担当する職員数（道路）

○維持管理・更新を行う必要がある施設数の多くを市区町村が管理を行っている。
○維持管理・更新業務を担当する職員が５人以下である町村が多く、一部では担
当する職員がいない市町村も存在。

○道路橋やトンネルは、５年に１回の点検が義務付け。

10

人手不足の懸念

四国地方整備局
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◇頻発する災害（四国）

頻発する大規模な災害。早急な被災情報の把握や安全な災害復旧が必要

近年の降雨状況

○極端な降雨が増加傾向

全国の平均年降水量は1,690mm
（1976～2005年）
（『平成24年版日本の水資源』より）

四国地方整備局

◇頻発する災害（四国）

12

四国地方整備局
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災害調査・災害復旧におけるロボット技術のニーズ

○土砂崩落、火山災害、トンネル崩落等の災害現場において、二次災害の危険性
があることから、人命救助に係る災害現場に進入できない等の課題。

○遠隔操作などにより災害現場に進入出来るロボット技術への期待大

土砂災害（H26.8広島市） 無人化施工による災害応急復旧状況

揖斐川町東横山地内地すべり
(中部地方整備局H18.5)

（出典：国土地理院）

素早い調査も必要

四国地方整備局

平成２５年６月 「日本再興戦略」閣議決定
平成２６年１月 「産業競争力の強化に関する実行計画」閣議決定

１．「日本産業再興プラン」関連
（３）科学技術イノベーションの推進

【施策】ロボットによる新たな産業革命の実現
○平成２６年９月「ロボット革命実現会議」立ち上げ具体的な論議

→ 平成２７年２月 「ロボット新戦略」をまとめた。
・インフラ・災害対応・建設の取組みを着実に実施。（５ヶ年計画）

２．「戦略市場創造プラン」関連
（３）安全・便利で経済的な次世代インフラの構築

【施策】「インフラ長寿命化基本計画」の策定
○計画に基づき、各インフラを管理・所管する国、地方公共団体等は

平成２８年度までに「インフラ長寿命化計画（行動計画）」を策定する。

【施策】次世代社会インフラ用ロボット、モニタリング技術の研究開発・導入
○次世代社会インフラロボットの公募（H26～27） 。
○現場における検証・評価を行い、開発・改良の促進 。
○直轄事業における試行導入（H28）。
○社会インフラモニタリング技術の公募、現場での検証・評価。（H26～

27）。

ロボットと社会インフラ長寿命化等の取り組み 四国地方整備局
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次世代社会インフラ用ロボット開発・導入の促進体制

民間企業・研究機関等 インフラ・災害現場
機器の開発 現場での実証等【経産省中心】 【国交省中心】

ロボットの開発～検証～評価までの一
貫性のある推進体制をつくる

次世代社会インフラ用ロボットとして、「現場検証・評価」及び「開発支援」を行う５つの重点分野とその対象技術

① 橋梁

・近接目視を支援
・打音検査を支援
・点検者の移動を支援

② トンネル

③ 水中（ダム、河川）

・近接目視を代替・支援
・堆積物の状況を把握

④ 災害状況調査 （土砂崩落、火山災害、トンネル崩落）

・現場被害状況を把握
・土砂等を計測する技術
・引火性ガス等の情報を取得
・トンネル崩落状態や規模を把握

⑤災害応急復旧 （土砂崩落、火山災害）

Ⅰ 維持管理 Ⅱ 災害対応

・土砂崩落等の応急復旧
・排水作業の応急対応する技術
・情報伝達する技術

・近接目視を支援
・打音検査を支援
・点検者の移動を支援

 使えるロボットの開発には、実際の現場での検証・評価が必須。
 国交省の全国の直轄現場で検証・評価体制を構築。

国交省直轄現場におけるフィールド検証・評価体制の構築

現場・フィールド

重点分野

技術開発推進

現場ニーズ

技術シーズ
開発・改良を促進

H.26〜27

試⾏的導⼊

H.28〜

現場検証
（現場適⽤
性等検証）

公募

本格導⼊

評価 評価結果を踏まえて
４⽉〜 10⽉〜

５つの重点分野毎に産学官の有識者で構成される部会を設置

橋梁維持管理部会 部会長：藤野 陽三 横浜国立大学 上席特別教授

トンネル維持管理部会 部会長：西村 和夫 首都大学東京 教授

水中維持管理部会 部会長：角 哲也 京都大学 教授

災害調査部会 部会長：高橋 弘 東北大学 教授

応急復旧部会 部会長：建山 和由 立命館大学 教授
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次世代社会インフラ用ロボット開発・導入の推進 （現場検証の実施状況）

• 平成26年度、91検証項目/64者について現場検証・評価を実施

• 平成27年度公募を実施(H27.5～6)。142検証項目/69者の応募。

※検証項目数・応募者数は重複を含む。

分野 Ｈ２６検証・評価実績 Ｈ２７応募数

災害調査 22検証項目/19者 24検証項目/17者

応急復旧 9検証項目/6者 5検証項目/5者

橋梁維持管理 33検証項目/17者 83検証項目/24者

トンネル維持管理 12検証項目/8者 15検証項目/12者

水中維持管理 15検証項目/14者 15検証項目/11者

計 91検証項目/64者 142検証項目/69者

次世代社会インフラ用ロボット（平成26年度 現場検証）

▲現場検証事例（橋梁維持管理） （国大法）東北大学
橋梁の近接目視ならびに打音検査を代替する飛行ロボットシステム

▲現場検証事例（橋梁維持管理） シビル調査設計(株)
「橋梁点検カメラシステム視る・診る」による接触調査技術
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京都府宇治市

天ヶ瀬ダム【水中維持管理】

新潟県長岡市

‐1‐

茨城県那珂市・常陸太田市

蒲原高架橋（床版橋）
【橋梁維持管理】

静岡県静岡市

広島県大竹市

模擬トンネル（施工技術総合研究所）
【トンネル維持管理】

静岡県富士市
奈良県五條市

赤谷地区（土砂崩落現場）
【災害調査】※河道閉塞

鹿児島県鹿児島市

雲仙普賢岳（火山災害現場）
【災害応急復旧、災害調査】

雲仙普賢岳（長崎県雲仙市）

幸久橋
（鋼橋 ，コンクリート橋・橋脚 ，支承部）

【橋梁維持管理部門】

桜島（火山災害現場）
【災害調査】

弥栄ダム
【水中維持管理】

信濃川 妙見堰
【水中維持管理】

茨城県つくば市

Ｈ２７年度現場検証 実施箇所

国土技術政策総合研究所【災害調査】
（トンネル崩落現場）

中止

神奈川県相模原市

青山トンネル／韮尾根トンネル
【トンネル維持管理】

懸垂型・複眼式撮像装置ポール型飛行型

橋梁維持管理技術の例

H27年度次世代社会インフラ用ロボット現場検証対象技術
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次世代社会インフラロボット・現場実証ポータルサイト

http://www.c-robotech.info

情報化施工の取り組み

◇国土交通省の取り組み 四国地方整備局
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遠隔操作式バックホウ・情報化施工機器（マシンガイダンス）の操作訓練

建設業者：オペレータ18名
職 員： 1名

【参加者】

【平成27年10月14日、15日 】 遠隔操縦式建設機械操作訓練
～無線操縦式バックホウ・土のう造成機・マシンガイダンス～

◆災害出動状況

・遠隔操作式バックホウ操作訓練：講習後、講習修了証を交付
・土のう造成機操作訓練
・情報化施工機器（マシンガイダンス）操作訓練

【訓練概要】

23

四国地方整備局

情報化施工技術（マシンガイダンス）

TSやGNSSを用いて建設機械の位置を計測し、施工目標高さに対する差分をリ
アルタイムでオペレータに提供し、オペレータの操作支援を行うシステム

MGﾊﾞｯｸﾎｳ技術の事例
従来施工

・丁張りを目安に法面掘削作業 ・丁張り無しでも施工図面を表示
・オペレータのバケット操作を支援

（イメージ）

ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ(MG)技術

情報化施工

四国地方整備局
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情報化施工技術（マシンガイダンス）

キャビン内のディスプレイ

ディスプレイ表示の例

丁張りでの作業と同様に切
り出し位置とのり面の傾斜
がわかる表示

四国地方整備局

情報化施工技術（マシンガイダンス）

ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ(MG)ＢＨ

四国地方整備局
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無人化施工について

国土交通省が保有する無人化施工機械 【非分解組立型】

遠隔操作式バックホウ組立
（非分解組立型）

簡易遠隔操縦装置（バックホウ用）

H11頃より官保有バックホウの遠隔操縦化、遠隔操縦式バックホウの配備、H12頃より簡易遠隔操縦装置
を配備。（配備状況は本資料「バックホウの配備状況についてH26.3末時点」のとおり）
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・1.0m3級で初めて、空輸対応を実現 13～14ブロック(1ブロック最大2.8t)に分割し民間ヘリで空輸可能
・無人化施工（遠隔操作）に対応 危険な箇所での作業が可能（操作範囲約150m）

◆どのような被災地へでも短期間で出動し、復旧活動が行える
大型建設機械をヘリコプターによる空輸が可能なまでに分割できる構造とした

右フレーム
(燃料タンク)

ｷｬﾌﾞ
(運転席)

左右クローラ 左右ﾄﾗｯｸﾌﾚｰﾑ 下部旋回フレーム

上部旋回フレーム

ｴﾝｼﾞﾝﾏｳﾝﾄ

上下ｶｳﾝﾀｳｴｲﾄ

アーム

ブーム

カバー類

遠隔操作

分解組立型バックホウ（遠隔操作式）の配備について

災害により土石流、天然ダム等が発生すると、さらなる大規模災害発生防止のために迅速な応急復旧
を実施することが求められる。しかし、災害現場までの通行経路断絶等により復旧機材が投入できない
などの課題も抱えている。

そこで、迅速な災害復旧作業を行うため、容易な分解・組立てにより空輸が可能で、遠隔操作も可能な
大型機械（バックホウ・1.0m3）の開発を行い配備している。

◆危険な現場でも
２次災害の恐れ・急傾斜地の現場でも、オペレータは

離れたところで操作できる遠隔操作式。

岩手宮城内陸地震

平成20年岩手・宮城内陸地震における災害復旧対応

【発生日時】 平成２０年６月14日（土）８時43分

【場 所】 北緯３９度 東経140.5度（岩手県内陸南部の深さ８km）

【規 模】 M7.2

【震 度】 最大震度６強（岩手県奥州市、宮城県栗原市）

湯ノ倉温泉地区（河道閉塞箇所）
【北陸地整応援(ポンプ車)】

R342板川地区
【北陸地整支援(遠隔BH)】

市野々原地区（河道閉塞箇所）
【北陸地整応援機械(ﾎﾟﾝﾌﾟ車)】

産女川地区(河道閉塞箇所)
【北陸地整支援(遠隔BH)】

R398花山地区
【北陸地整支援（遠隔BH）】

浅布地区（河道閉塞箇所）
【中国地整支援（ポンプ車）】

小川原地区（河道閉塞箇所）

重機ヘリ空輸

天然ダムによる河道閉塞の応急復旧が経路断絶
によりバックホウ等の建設機械の搬入ができず、緊
急対応として排水ポンプ車の空輸による天然ダムの
排水しかできなかった。

天然ダムによる河道閉塞の応急復旧が経路断絶
によりバックホウ等の建設機械の搬入ができず、緊
急対応として排水ポンプ車の空輸による天然ダムの
排水しかできなかった。
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和歌山県

平成23年 台風12号における紀伊半島の災害復旧対応

野迫川村北股
のせがわむらきたまた

きたまた

④北股地区

あかたに

①赤谷地区 五條市大塔町赤谷
ごじょうしおおとうちょうあかだに

ながとの

②長殿地区 十津川村長殿
とつかわむらながとの

い や

⑤熊野地区 田辺市熊野
たなべし いや くりだいら

③栗平地区 十津川村栗平
とつかわむらくりだいら

台風12号により発生した河道閉塞の長殿地区は陸路断絶

で空輸によりバックホウを搬入した。また、長殿、赤谷、北股
の３地区で安全確保のため無人化施工を実施した。

台風12号により発生した河道閉塞の長殿地区は陸路断絶

で空輸によりバックホウを搬入した。また、長殿、赤谷、北股
の３地区で安全確保のため無人化施工を実施した。

【発生日時】 平成２３年９月1日～4日

奈良県

操作室

オペレータ
バックホウ

クローラダンプ

長殿地区 空輸による分解組立型ＢＨ 搬入状況

運搬状況（中部地整→近畿地整）

ヘリによる空輸状況（長殿現場）

工場における分解状況

ヘリによる空輸状況（上野地ヘリポート）

13ブロックに分割

分解組立型バックホウ（1.0m3：中部地整） ２台

現場配備工程

カニクレーン

による組立

＜２．９８ｔ吊り＞

現場組立状況

空輸用ヘリコプター

＜AS332L（３ｔ吊り）＞

搬入路の確保ができなかったため、分解し、ヘリコプターによる空輸を実施。

平成23年 台風12号における紀伊半島の災害復旧対応２

施工時期

機械名

9月 10月

10 20 30 10 20 31

分解組立型バックホウ

《１台目》

分解組立型バックホウ

《２台目》

13

17

18 21

21

21  22

23  25

6  7

6  7

12

13

中部
搬出 分解

空輸

空輸

場外離着陸場へ輸送

場外離着陸場へ輸送

組立

組立

中部
搬出

分解

分割重量：約0.6t～約2.8t
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バックホウの配備状況について H26.3末時点

H22

H21

H23 H13

H21

H11(H8製)

H11(H8製)

H24

１

６

２

凡例 （保有台数）

分解組立型
バックホウ（遠隔操作式） （１１台）

遠隔操作式バックホウ （５台）

簡易遠隔操縦装置 (ﾊﾞｯｸﾎｳ)   （９基）

H21

H25
H25

H25

H25

H25

四国 分解組立型 １台
遠隔操縦式 １台
簡易遠隔操縦装置１基

H11(H10製)

四国における自治体支援事例（平成２０年４月２３日）高知県いの町Ｒ１９４

高所作業車より遠隔操作

作 業 状 況
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災害対策用機械の自治体等支援について①

四国地方整備局災害対策用機械自治体等支援運営要領
（経費）
第５条 自治体等支援における災害対策用機械を使用した場合に伴う経費は、原則として次の各号により負担

するものとする。
一 四国地方整備局保有の災害対策用機械の損料については無償とするが、その他の機械（例：クレーン等）に

ついては自治体等で実費を負担するものとする。
二 災害対策用機械の現地までの運搬に掛かる経費は、自治体で負担するものとする。
三 災害現場において必要な運転要員・災害対策機械運転管理経費等は、自治体等で負担するものとする。
四 返還（引渡）時に発見した故障については、故障内容を記録に残すとともに原因者側で補修又は補修費を

負担するものとする。

●災害対策用機械にかかる損料は無償

●その他実費（別途必要なクレーン、重機、オペレータ等）は自治体さま
にてご負担願います。

災害対策用機械の派遣にかかる費用

参考

●詳細は「四国地方整備局災害対策用機械自治体等支援運営要領」第５条
によります。

災害対策用機械の自治体等支援について②

まずは本局防災課までご相談ください。
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新技術の取り組み
（NETIS）

◇国土交通省の取り組み 四国地方整備局

 新技術とは、技術の成立性が技術を開発した民間事業者
により実験等の方法で確認されており、実用化している
公共事業等に関する技術であって、当該技術の適用範囲
において従来技術に比べ活用の効果が同程度以上の技術
または同程度以上と見込まれる技術をいう。

新技術とは？

従来技術
標準積算の対象となる技術、公共工事等において標準的
に使用される技術等

新 技 術
施工実績の有無に関わらず、『従来技術より活用の効果
が高い技術』または、『従来に無い画期的な技術』で実用
化されている技術

19



約3400件 ※H27.4現在

5,900件（41.7%）

約17,800技術

H25

1,300

●試行申請型 ：事後評価がされていないNETIS登録技術が対象ですが、かし発
生時の修補が困難な技術は対象となりません。
申請者の活用申請に基づき、発注者の指定による活用または、
請負契約締結後における施工者の提案により活用する型式で
す。

●フィールド提供型：地方整備局等が具体の現場ニーズを提示して技術を公募し、
提示条件を満足する技術の中から優れた技術を選び活用する
型式です。

●テーマ設定型 ：本省(システム検討会議)が現場ニーズ、行政ニーズにより設
定（技術公募）されたテーマに基づき、地方整備局等が技術
を公募し､直轄工事等のフィールドにおいて確認が必要と認め
たNETIS登録技術を対象に、工事等の発注に際し発注者が新技
術を指定し、活用する型式です。

●発注者指定型 ：現場ニーズや行政ニーズなどから必要とされる新技術を、発
注者が指定して活用する型式です。

●施工者希望型 ：直轄工事等の受注者が、入札契約手続きや契約締結後の施工
計画の中で活用を提案し活用する型式です。

四国地方整備局新技術の活用について

NEW
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NETIS登録 【NETIS（申請情報）】

【試行申請型】

技術開発者が
活用申請

【ﾌｨｰﾙﾄﾞ提供型】

整備局が具体フィール
ドを想定して求める技術
要件を明確にした上で技

術提案を募集

入札参加者が多様
な入札契約方式等の
手続きの中で新技術
を提案

受注者が入札契約
後に新技術活用を
提案申請

【施工者希望型】

発注者が活用計画

【発注者指定型】

活用申請
技術公募

現場・行政ニーズの抽出
フィールド・公募テーマの選定

事前審査 (フィールド提供型の場合は技術選定含む)

新技術活用評価会議

申請情報等に基づく技術の成立性、活用の妥当性の確認

試行現場の選定

工事発注

技術指定

工事発注

技術選定

技術指定

試行調査計画
{新技術活用評価会議}

現場で活用、試行調査及び活用効果調査
(発注事務所)

事 後 評 価 {新技術活用評価会議} 【NETIS（評価情報）】

入札契約手続き

総合評価方式

入札参加者が新技術を
提案活用申請

技術提案の審査

技術審査会等

施工方法等の
技術提案の評価

落札者決定・契約

現場で活用、活用効果調査
(発注事務所)

受注者が自社の請負
工事等における新技術

活用等を申請

発注者が
確認又は承諾

（技術提案）
工事発注

技術指定

【テーマ設定型】

現場ニーズ、行政
ニーズ等により、整
備局が設定テーマをも
とに技術要件を明確に
した上で技術提案を募
集

工事発注

技術指定

技術公募

四国地方整備局新技術活用手順の理解について

ＳＫ－１５０００１－Ａ

ＳＫ－１５０００１－Ｖ

受付(登録)地整

ＳＫＫと表示

受付(登録)地整
北海道・・・ＨＫ
東 北・・・ＴＨ
関 東・・・ＫＴ
北 陸・・・ＨＲ
中 部・・・ＣＢ
近 畿・・・ＫＫ
中 国・・・ＣＧ
四 国・・・ＳＫ
九 州・・・ＱＳ
沖 縄・・・ＯＫ

港湾関係について
は、

○○Ｋと表示
四国の場合は、

ＳＫＫと表示

登録年度

例：２０１５年度

Ａとは、未評価技術
未評価技術とは、評価会議において評価
していない技術

る。

Ｖとは、評価済技術
評価済み術とは、評価会議において１回
以上評価を行った技術であり、従来技術
に対し、優れている・同等や劣っている
技術、継続調査が必要な技術も含まれ
る。

評価済技術（Ｖ）の表示が評価会議開催後に随時変更になります。

Ａ

Ｖ

評
価
会
議

ＶＲ

ＶＥ

評価会議において、継続調査が
必要と判断した技術であり、活用
効果調査表の作成・提出が必要

な技術。

評価会議において、今後も評価
が変わらないと判断した技術であ
り、活用効果調査表の作成・提出
が必要でない技術

なお、工事成績評定は新技術を
活用した場合には評価する。

ＮＥＴＩＳ登録番号の見方

公共工事等における新技術活用システム
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四国地方整備局有用な新技術の位置付け

四国地方整備局推奨技術の事例
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四国地方整備局推奨技術の事例

NETIS災害復旧・復興支援サイト

○新技術活用システム（NETIS）に登録された技術を対象として、震災復旧・復興に資する
技術をNETIS申請者より募り、広く情報提供することで、震災復旧・復興の現場における
活用を支援するサイトです。

○利用上の注意

利用者が当サイトを利用するにあたってはこの注意事項を良く確認してください。
当サイトを利用された場合、この注意事項に同意したものとします

○目的等

当サイトは、ＮＥＴＩＳ掲載技術のうち震災復旧・復興に貢献する技術について、
申請者から情報を収集し、迅速かつ的確に検索し、適所での活用を支援するこ
とを目的としています。

掲載情報の活用は、現場毎の条件、適合性等により利用者が判断してください。

活用実績は今後の活用等実施を保証するものではありません

技術に関する詳細情報は、ＮＥＴＩＳ
（http://www.netis.mlit.go.jp/NetisRev/NewIndex.asp）を参照してください。
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NETIS災害復旧・復興支援サイト

H23.7.6
2,088

ジャンル検索

○がれき・土砂処理

収集
分別
再生
処分

○補修・修復

コンクリート構造物
橋梁
路面
河川護岸
海岸
その他

○仮設

足場
照明
仮設トイレ
その他

○ライフライン復旧

○液状化対策

○水中作業

○無人化施工

○応急復旧

○計測・測量

○計画・設計

○情報通信、情報共有

○その他

NETIS災害復旧・復興支援サイト

24



Ｑ：震災復旧・復興支援サイトはNETISとどのような関係があるのでしょうか。

Ａ：当サイトはNETISに登録された技術のうち、復旧・復興に資する技術を広く公表するもの
です。復旧・復興の現場における活用を支援することを目的としています。

Ｑ：掲載されている技術情報の内容は国土交通省が保証するものでしょうか。

Ａ：当サイトの掲載情報は、NETISと同様に、国土交通省が保証するものではありません。
掲載情報の活用は、現場毎の条件、適合性等により利用者が判断してください。

Ｑ：技術情報はいつまで掲載されるのですか。

Ａ：震災の復興対応が続く当面の間を予定しております。その間にNETISの掲載期限をむか
えた技術につきましてはNETISから削除する際に当サイトからも削除いたします。
また場合により当サイトを告知なく閉鎖することもございます。

Ｑ：掲載されている技術を工事で活用するとどのようなメリットがあるのでしょうか。

Ａ：当サイトに掲載されている技術を国土交通省の直轄工事で活用する場合のメリットに
ついてはNETIS登録技術を活用する場合の運用に准じます。

NETIS災害復旧・復興支援サイト

NETIS災害復旧・復興支援サイト
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i-Constructionの取り組み

◇国土交通省の取り組み

◇i-Constructionの取り組み
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◇i-Constructionの取り組み

◇i-Constructionの取り組み

27

s883453
タイプライターテキスト
横軸：付加価値シェア（2003～2006年平均）

s883453
タイプライターテキスト

s883453
タイプライターテキスト

s883453
タイプライターテキスト

s883453
タイプライターテキスト
（ICT技術の全面的な活用）

s883453
タイプライターテキスト



◇i-Constructionの取り組み

◇i-Constructionの取り組み
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s883453
タイプライターテキスト
（規格の標準化）

s883453
タイプライターテキスト
（ICT技術の課題）



◇i-Constructionの取り組み

◇i-Constructionの取り組み
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s883453
タイプライターテキスト
（施工時期の平準化）

s883453
タイプライターテキスト
（規格の標準化の課題）



◇各施策の四国地方整備局の窓口

新技術（NETIS）の問合せ先

○ 四国技術事務所 TEL 087-845-3135（代表）

社会インフラロボット

情報化施工の問合せ先

i-Constructionの取り組み

○ 四国地方整備局 企画部 施工企画課

TEL 087-811-8312(直通)
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